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NEKOトータルシステム（第1次 NEKOシステム）［1974年～］

路線・通運事業中心の運用
各営業所の端末とヤマトシステム開発本社のホストコンピュータをオンライ
ン化。運賃自動計算、貨物追跡・問い合わせ、メッセージ交換などのシステ
ムが組み込まれた

第2次 NEKOシステム［1980年～］

宅急便システムの構築
バーコード付き宅急便伝票と専用端末機「NEKO-POS」を採用。情報入力を
①売上②持出③持戻の3回行い、異常報告も可能になったことで、お客さま
からの問い合わせ対応だけでなく、サービスレベルや品質管理にも情報活用
が可能に。全国ネット宅急便オンライン情報網も完成

第3次 NEKOシステム［1985年～］

軒先情報入力
SD全員が携帯端末機ポータブルポス（PP）を持ち、集荷時に軒先で付属のラ
イトペン（ペン型バーコードリーダー）により送り状情報を入力。売上・持出・
持戻の入力機能強化、印刷機能の充実、商品開発に伴うシステム書き換えの
簡易化を実現。運賃自動計算、着店自動検索が可能に。各営業所にはワーク
ステーション（WS）を導入

第4次 NEKOシステム［1993年～］

軒先完結
タッチパネル式を採用した新型 PP、社員用・取扱店用・顧客用の3種類の IC
カードを導入。軒先で領収書発行と着店ラベル印刷が可能に。さらに12台
の PPのデータを一度にWSに転送できる PPステーションも導入。顧客即時
登録システム、取扱店即時登録システム、全量配完システム、作業帳票保存
システムが実現

第5次 NEKOシステム［1999年～］

システムのオープン化・軒先ワンハンドオペレーション
データセンターのシステムが UNIXベースのリアルタイムシステムへと移行
し、オープン化。PPとプリンタは独立した端末になり、無線通信で連動。
PPは小型軽量、大容量となり、バーコード読み取りにはレーザースキャナ
を採用。PPからWSへのデータ転送は接続機器クレードルを使用

第6次 NEKOシステム［2005年～］

システムのWeb化・軒先決済・Bluetooth利用
PP、プリンタ、携帯電話、カード決済端末が独立した端末になり、Bluetoothで
連動。現金・クレジットカード・デビットカードでの決済に対応。ご不在連
絡票の2次元コードシール出力による再配達指示の簡略化。データ転送は携
帯電話による軒先自動アップロード

第7次 NEKOシステム［2010年～］

クロネコメンバーズ対応・軒先電子マネー決済
PPに非接触 ICカードリーダーを搭載し、カード決済機能と一体化。クレジッ
トカード・デビットカード・電子マネーに対応し、複数の交通系電子マネー
も使用可能。リアルタイムの情報処理を実現したWeb通信機能搭載。WSへ
のデータ転送は無線 LANを使用

第8次 NEKOシステム［2017年～］

タブレットによる集配の可視化とリアルタイム通信
携帯端末は、タブレット（スキャナ一体型）、プリンタ、携帯電話、カード決
済端末の4種類。PPの機能を果たすタブレットで、電子住宅地図・集配状
況や集配ルート等の情報を可視化。通信のリアルタイム化により、集配依頼
データの即時配信が可能
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社員数の推移

期 年度 社員数
1919 17
1930 190
1940 863
1945 380

61
1950

-
62 740
63

1951
1,074

64 1,142
65

1952
1,241

66 1,284
67

1953
1,365

68 1,481
69

1954
1,487

70 1,599
71

1955
1,697

72 1,724
73

1956
1,809

74 2,036
75

1957
2,364

76 2,511
77

1958
2,680

78 2,750
79

1959
2,902

80 3,068
81

1960
3,425

82 3,538
83

1961
3,796

84 3,875
85

1962
4,219

86 4,455
87

1963
4,730

88 4,891
89

1964
4,819

90 4,682

期 年度 社員数
91

1965
4,641

92 4,481
93

1966
4,448

94 4,445
95

1967
4,541

96 4,644
97

1968
4,673

98 4,791
99

1969
4,884

100 5,001
101

1970
5,413

102 5,480
103

1971
5,786

104 5,895
105

1972
6,258

106 6,213
107

1973
6,408

108 6,462
109

1974
6,387

110 5,714
111 1975 5,365
112 1976 5,363
113 1977 5,836
114 1978 6,373
115 1979 7,341
116 1980 8,058
117 1981 9,271
118 1982 10,691
119 1983 13,303
120 1984 16,152
121 1985 19,371
122 1986 23,608
123 1987 27,837
124 1988 32,842

期 年度 社員数
125 1989 37,410
126 1990 39,951
127 1991 44,221
128 1992 48,199
129 1993 50,444
130 1994 56,893
131 1995 61,775
132 1996 65,973
133 1997 74,193
134 1998 74,880

135 1999 93,425
136 2000 101,784
137 2001 108,700
138 2002 112,948
139 2003 131,974
140 2004 141,602
141 2005 152,787
142 2006 157,653
143 2007 169,836
144 2008 170,662
145 2009 167,555
146 2010 171,642
147 2011 177,301
148 2012 177,108
149 2013 193,146
150 2014 197,056
151 2015 196,582
152 2016 201,784
153 2017 213,096
154 2018 225,125
155 2019 224,945

（単位：人）

注：134期までは単体、135期以降は、連結の社員数
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